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野菜集出荷過程における雇用労働の研究

学位論文内容の要旨

  本論文は8章からなる総頁数162ぺージの和文論文である。図36、表72、和文60の

参考文献を含み、他に参考論文8編が添えられている。

  日本農業における担い手の不足と高齢化・女性化が進行する中で、地域農業の振興

のためには家族経営を補完する組織の育成が不可欠となってきてし、るが、同時に、そ

れら組織の円滑な運営にとって雇用労働カの確保が重要な課題となってし、る。とりわ

け、野菜の集出荷施設における雇用労働カの確保は、野菜農家の継続的再生産のため

に不可欠な課題となっている。

  しかし、これまでめ農業における雇用労働に関する研究は、農家における雇用を対

象にしており、農産物の流通過程を視野にしヽれた研究は行われてk、なk、。そのため本

論文では、野菜の集出荷過程における雇用の特質と、その下での農家・農協の雇用労

働力確保の諸形態と問題点を、近年、野菜生産が大きな伸びを示している北海道を対

象 に 明 ら か に し 、 今 後 の 方 向 を 示 唆 す る こ と を 目 的 と し て い る 。

  第1章では、野菜集出荷過程と雇用労働をめぐる全国的な動向にっし、て、以下の点

を明らかにしてし、る。第一に、産地におLヽ ては青果物関連の流通施設が産地施設の中

心を占めており、全国的に選果作業における機械化の進行と選果場面積の拡大がみら

れる。第二に、1960年代には果樹地帯である九州で、1980年代には北海道および長野

・の大型野菜産地での選果施設の増加がみられる。第三に、野菜集出荷過程における労

働力不足は全国的な規模で発生しているが、とくに北海道や九州等の遠隔園芸産地に

おいて、女子パ―ト労働者を中心とした不足が顕著にみられる。その背景には、野菜

作における機械化の遅れと出荷規格の細分化による野菜作の長時間労働の存在、およ

び農家労働カの脆弱化の進展がある。第四に、野菜集出荷過程における雇用動向を検

討した結果、雇用労働カに依存するのは選果施設での作業が中心であり、就業者は女

性 を 中 心 と し た 低 賃 金 労 働 者 が 主 体 で あ るこ と が明 ら かに な った 。

  第2章では、パート労働者に対する不足感が大きい北海道の農協を対象としたアン

ケート調査から、野菜集出荷過程における雇用の特質として以下の点を明らかにして

し、る。北海道では1980年代に入ってからも青果物選果施設数は増加してし、るが、産地
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の集出荷・加工施設では50人以下の零細な雇用規模をもつ農協が中心である。また、

雇用労働カの需給構造を検討したが、そこでの需要は地域の作付品目によヮて違L、が

みられるものの、年間の雇用の季節性が大きくなっており、雇用は季節雇用とバ―ト

が中心となっている。また、そこで雇用されているのは、近隣の非農家世帯から供給

される主婦労働カであり、その賃金水準は地域の中では最も低く、農家における雇用

賃金をも下回る水準であった。

  第3章では、野菜選果施設における雇用労働者の性格差の要因を、北海道の名寄市

の道北青果連と芽室町の芽室町農協を対象として、農協の雇用労働力確保の視点から

明らかにした。道北青果連と芽室町農協では、し、ずれも主婦労働カをその労働力供給

の基礎にしっっも、名寄市では世帯主が公務員である世帯から供給される30～40才代

の主婦労働カを、芽室町では世帯主が臨時雇や無職の世帯から供給される50才以上の．

主婦労働カを雇用しているという違いがみられた9このような両施設における雇用労

働者の違いは、地域労働市場の相違を反映したものである。

  第4章では、地域における農業雇用労働カの需給調整に果たしてL、る、農協の選果

施設の機能と組織の存立条件につL、て、北海道十勝の中札内村援農協力会を対象とし

て分析を行った。そこでは、農協および自治体が、農家と選果施設の間の作業を調整

することによって、年間を通した就業機会を確保しており、農協の選果施設は秋から

冬にかけての就業の場としての機能をはたしていることを明らかにした。同時に問題

点として、就業者の高齢化に伴う作業者の脆弱化を指摘した。

  第5章では、雇用労働力確保の困難から、農協が野菜（たまね゛ぎ等）の選果作業を

輸送業者に委託してし、る事実を明らかにし、その背景と問題点を、北海道北見市周辺

の農協を事例として検討した。こうした作業を輸送業者が受託する背景には、1980年

代に入ってからの北海道における貨物自動車輸送量の滅少と、そこに占める野菜輸送

比率の増加があった。そして、選果作業の受託を行ってk、る輸送業者は、とくに農産

物輸送に依存する傾向が強く、選果作業を引き受けるかわりに、委託農協の野菜の府

県への輸送業務を優先的に行うという条件がっけられている。

  第6章では、野菜の産地集荷商人による労働力確保の形態とそこでの問題点を、北

海道の長ねぎ産地を対象として検討を行ったー調査対象地では、長ねぎの収穫゜澗製

労働時間の長さと農家労働カの脆弱化、および農業雇用労働カの不足を背景として、

産地集荷商人が収穫過程までを行う一睡の「青田買し、」形態による集荷が行われてし、

た。また、産地集荷商人は、広域的な産地開発と長期出荷によって、雇用労働カの確

保とその有効活用をはかってし、る。問題点としては、農家の労賃部分を最低限しか保

証しなL、ところの再生産ぎりぎりの庭先価格での買い取り、および産地集荷商人の雇

用する労働者の高齢化が挙げられる。

  終章ではこれまでの分析を基礎に総括的考察を行い、野菜集出荷過程における雇用
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の特質と、農家・農協による雇用労働力確保の問題点を明らかにしている。

  まず、野菜集出荷過程における雇用の特質として、以下の三点を指摘してし、る。第

一に、野菜の集出荷作業における季節性の存在と、それに伴う雇用期間の季節性と短

期性、第二に、選果・集出荷作業における機械化の進展と、それに対応した女子低賃

金労働カヘの依存、第三に、雇用労働を媒介とした農業における生産と労働の社会化

の進展、である。最後の点は、野菜の集出荷過程において、雇用労働を媒介として農

家・農協と地域の様々な資本や組織との結びっきが大きくなってきてしヽることの作用

であり、これは農民白身の労働カとしての陶冶、生産の担い手としての主体形成の新

たな条件になっている。

  っづいて、農家・農協の雇用労働力確保に関する第3章から第6章までの四っの事

例分析を、労働カの需給調整における機能的な視点から整理し、これらの事例を農協

による野菜の集出荷過程を基礎とした、地域の農業雇用労働力調整の広がりの差とし

て位置づけた。その上で、農業部門と非農業部門との関係からみた場合には、雇用労

働力確保に対して、農協および自治体が対応する形態と、輸送業者および産地集荷商

人による対応がなされる形態とでは、地域農業に与える影響が異なってくるとの結諭

を導き、今後の産地形成の方向に示唆を与えている。
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野菜集出荷過程における雇用労働の研究

  本論文は8章からなる総頁数162ページの和文論文である。図36、表72、和文

60の参考文献を含み、他に参考論文8編が添えられている。

  日本農業における担い手の不足と高齢化・女性化が進行する中で、地域農業の振興

のためには家族経営を補完する組織の育成が不可欠となってきているが、同時に、そ

れら組織の円滑な運営にとって雇用労働カの確保が重要な課題となっている。とりわ

け、野菜の集出荷施設における雇用労働の確保tま、野菜農家の継続的再生産のために

も不可欠な課題となっている。こうした状況を踏まえ、本論文は、野菜の集出荷過程

における雇用労働の特質と、その下での農家・農協の雇用労働力確保の諸形態と問題

点を、近年、野菜生産が大きな伸びを示してし、る北海道を対象に明らかにし、今後の

方向を示唆することを目的にしている。

  第1章では、野菜集出荷過程と雇用労働をめぐる動向、および野菜集出荷施設にお

ける労働力不足の実態と背景を、全国的統計・資料によって明らかにしている。同時

にそれらの地域動向分析を行しヽ、本論文が取り上げる北海道の野菜集出荷施設におkヽ

ては、とくに女子パートタイム労働者を中心とした労働力不足が顕著にみられること

を指摘している。

  第2章では、野菜集出荷過程における雇用の特質を、北海道の農協を対象としたア

ンケート調査を通じて分析し、一般に農協の集出荷施設における労働者雇用の規模は

小さいこと、また雇用労働カの需要は季節性が大きく、主に非農家世帯の低賃金主婦

労 働 カ に そ の 供 給 を 依 存 し て い る こ と な ど を 明 ら か に し て い る 。

  第3章から第6章では、北海道を対象とした野菜産地の実態分析を通して、農家・

農協の雇用労働力対応の形態とその問題点を検討している。

  第3章では、道北のD青果連と十勝のM農協を取り上げ、両者の野菜選果施設にお
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ける雇用労働者の性格差を摘出し、同時にそうした差異が生まれる要因を分析してい

る。また、両組織における労務管理の特徴を整理し、雇用労働力確保における差異の

背景に論及している。

  第4章では、十勝のN村にお1、て農協と自治体が組織する援農協力会を取り上げ、

圃場作業を含む農業労働カの地域内調整の実態と問題点を分析している。援農協力会

の斡旋労働者は秋から冬にかけては農協の選果施設において就業し、ほぼ年間を通じ

た雇用契約が維持されていることを明らかにしている。

  第5章では、北見市周辺の農協を対象に、労働力確保の困難から、農協が野菜（た

まねぎなど）選果作業を輸送業者に委託してし、る事実を明らかにし、その背景と問題

点を分析している。そこでは、選果作業の受託に際して、委託農協の野菜の輸送の大

部分を選果作業の受託者である輸送業者が行うという条件がっけられていることを問

題点としている。

  第6章では、道央の長ねぎ産地を対象として、産地集荷商人による労働力確保の形

態とそこでの問題点を分析している。ここでは、産地商人が農協に対抗して集荷を行

い得る条件としては、農家・農協における選別調整労働カの不足を補完する雇用労働

者の確保があること、そのため商人による農家からの長ねぎの買い取りは、再生産ぎ

り ぎ り の 庭 先 価 格 で な さ れ て い る こ と な ど を 明 ら か に し て い る 。

  終章ではこれまでの分析を基礎に総括的考察を行し、、野菜集出荷過程における雇用

の特質として、（l：）就業期間の季節性・短期性、＠女子低賃金労働カヘの依存、＠雇用

労働を媒介とした農業における生産と労働の社会化の進展、の三点を指摘している。

そして、第3章から第6章までの四っの事例分析を、地域における農業雇用労働カの

需給調整の広がりの差として位置づけ、さらに、雇用労働力確保に対して、農協およ

び自治体が対応する形態と、輸送業者および産地集荷商人による対応がなされる形態

とでは、野菜の産地形成に与える影響が異なってくるとの結論を導し、ている。

  以上のように本研究は、遠隔輸送産地として、近年、急速な伸長を示してし、る北海

．道の主要野菜産地を対象に、そこにおける労働力不足の実態と集出荷施設をめぐる雇

用労働力確保の形態と問題点を実証的に明らかにしている。本研究が取り上げた課題

は、野菜の生産・流通の現場におLヽ ては緊要な問題になってしヽるにもかかわらず、こ

れまでほとんど研究がなされていない。その点で、本研究は対象が北海道に限られて

はいるが、未知の分野に対して先駆的研究を行ったもので、斯学の発展および実際界

に対して貢献するところが大きい。

  よって審査員一同は、最終試験の結果と合わせて、本論文の提出者泉谷眞実は博士

  （ 農 学 ）の 学 位 を 受 け る の に 十 分 な 資格 が あ る も の と 認 定 し た 。
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